
環境01 

 

点検結果表（租税特別措置等に係る政策評価） 

制度名 
ＰＣＢ汚染物等無害化処理用設備、石綿含有廃棄物等無害化処理用

設備に係る特別償却措置の延長 
府省名 環境省 

税 目 所得税、法人税 

区 分 □新設       □拡充       ■延長      □事後 

 

【点検結果】 

１．政策目的に向けた手段としての「有効性」、２．補助金等他の政策手段と比した「相当性」についての分

析・説明が不十分である。 

 

（説明） 

１．「有効性」について 

（１）本租税特別措置等の適用数は、ＰＣＢ汚染物等無害化処理用設備は平成 19 年度６件、20 年度３件、21

年度６件、石綿含有廃棄物等無害化処理用設備はそれぞれ１件、０件、０件と把握されているが、本租税

特別措置等が適用され得る設備の全体数からみて想定外に僅少でないこと、適用に偏りがないことについ

て説明されていない。 

（２）税収減を是認するような有効性について、主に以下のような疑問がある。 

① 本租税特別措置等の効果を把握するために設定されている測定指標（ＰＣＢ汚染廃棄物等処理量及び

石綿含有廃棄物処理量）には、目標達成時期及び目標値が設定されておらず、いつの時点でどのような

状況において達成目標が達成されたといえるのか不明であるため、その効果の検証が困難である。 

② 本租税特別措置等の適用数及びこれによる減収額の将来推計についての算定根拠が明らかでなく、そ

の見込みの確度が不透明である。特に、石綿含有廃棄物等無害化処理用設備については、過去３年間の

適用件数が１件であるにもかかわらず、今後２年間で６件の適用を見込んでおり、その説明に疑問があ

る。 

③ 過去において、税収減を是認するような効果が発現したのかについて説明されていない。 

④ 予測した効果と減収額の見込みを対比すべきところ、無害化処理認定の申請見込みが説明されるにと

どまり、将来における本租税特別措置等の税収減を是認するような効果の有無が説明されていない。 

 

２．「相当性」について 

政策目的の実現に当たって、本租税特別措置等の手段をとることが必要かつ適当であることが、補助金等

他の政策手段と比較した上で説明されておらず、本租税特別措置等の相当性の説明に疑問がある。 

- 444 -



環境01 

 

 

点検項目 評価の実施状況 課題 

分析対象期間    

 ① 分析対象期間 ■設定あり □設定なし ○ 

租税特別措置等の必要性等    

 

② 政策目的 ■説明あり □説明なし  

 
③ 根拠 ■明らか □明らかでない  

④ 
政策体系での位置 
付け 

■明らか □明らかでない ○ 

⑤ 達成目標 ■説明あり □説明なし ○ 

 
⑥ 測定指標の設定 ■定量化 □定性的記述 □設定なし ○ 

⑦ 政策目的への寄与 ■説明あり □説明なし  

租税特別措置等の有効性等    

 

⑧ 適用数等の実績把握 ■定量化  □定量化(根拠なし)  □定性的記述 □把握なし  

 ⑨ 
僅少・偏りのない 
状況 

□説明あり ■説明なし ○ 

⑩ 適用数等の将来予測 □定量化  ■定量化(根拠なし)  □定性的記述 □予測なし ○ 

⑪ 減収額の実績把握 ■定量化 □定量化(根拠なし) □把握なし  

⑫ 減収額の将来予測 □定量化 ■定量化(根拠なし) □予測なし ○ 

⑬ 
政策目的の実現状況 
の把握 

□定量化 □定性的記述 ■把握なし ○ 

⑭ 政策目的の達成予測 □定量化 ■定性的記述 □予測なし   

⑮ 達成目標の実現状況 □達成されていない □達成されている ■説明なし ○ 

⑯ 
措置されなかった場 
合の予想 

■説明あり □説明なし  

⑰ 
税収減是認の効果の 
実績確認 

□説明あり ■説明なし ○ 

⑱ 
税収減是認の効果の 
将来見込み 

□説明あり ■説明なし ○ 

⑲ 
効果がない場合の要 
因分析 

■該当しない □分析あり □分析なし  

租税特別措置等の相当性    

 

⑳ 
租特の手段をとる必 
要性・適切性 

■説明あり □説明なし ○ 

○21  
他の政策手段との役 
割分担 

□他の政策手段はない ■説明あり □説明なし    

○22  
地方公共団体が協力 
する相当性 

■地方税に関係しない □説明あり □説明なし  
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環境02 

 

点検結果表（租税特別措置等に係る政策評価） 

制度名 環境未来都市整備地域における税制上の特例措置 府省名 環境省 

税 目 法人税 

区 分 ■新設       □拡充       □延長      □事後 

  

【点検結果】 

１．政策目的に向けた手段としての「有効性」、２．補助金等他の政策手段と比した「相当性」についての分

析・説明が不十分である。 

 

（説明） 

１．「有効性」について 

税収減を是認するような有効性について、主に以下のような疑問がある。 

① 本租税特別措置等の効果を把握するために設定されている測定指標（環境未来都市整備地域における環

境関連新規市場規模、環境分野の新規雇用、温室効果ガスの排出削減量等）は、規制改革、予算上の措置

等他の政策手段の効果の影響を受けるものであり、本租税特別措置等のみの効果（例えば、本租税特別措

置等のみで温室効果ガスの排出量の削減にどの程度寄与するのか）を把握できないため、その効果の検証

が困難である。 

② 本租税特別措置等の適用数及びこれによる減収額の将来推計が予測されていないため、その見込みが不

透明である。 

③ 予測した効果と減収額の見込みを対比すべきところ、政策目的が実現されることにより「将来的には、

税収減を上回る追加的な税収が期待できる」との定性的な説明によって、本租税特別措置等に税収減を是

認するような効果があると説明しており、将来におけるその効果の見込みが不透明である。 

 

２．「相当性」について 

（１）他の政策手段は規制改革等であるとしているが、本租税特別措置等と規制改革等との役割分担が説明さ

れておらず、本租税特別措置等の相当性に疑問がある。 

（２）政策目的の実現に当たって、本租税特別措置等の手段をとることが必要かつ適切であることが、規制改

革、予算上の措置等他の政策手段と比較した上で説明されておらず、本租税特別措置等の相当性の説明に

疑問がある。 
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環境02 

 

 

点検項目 評価の実施状況 課題 

分析対象期間    

 ① 分析対象期間 □設定あり ■設定なし ○ 

租税特別措置等の必要性等    

 

② 政策目的 ■説明あり □説明なし  

 
③ 根拠 ■明らか □明らかでない  

④ 
政策体系での位置 
付け 

■明らか □明らかでない ○ 

⑤ 達成目標 ■説明あり □説明なし ○ 

 
⑥ 測定指標の設定 ■定量化 □定性的記述 □設定なし ○ 

⑦ 政策目的への寄与 ■説明あり □説明なし  

租税特別措置等の有効性等    

 

⑩ 適用数等の将来予測 □定量化  □定量化(根拠なし)  □定性的記述 ■予測なし ○ 

⑫ 減収額の将来予測 □定量化 □定量化(根拠なし) ■予測なし ○ 

⑭ 政策目的の達成予測 □定量化 ■定性的記述 □予測なし   

⑯ 
措置されなかった場 
合の予想 

■説明あり □説明なし ○ 

⑱ 
税収減是認の効果の 
将来見込み 

■説明あり □説明なし ○ 

租税特別措置等の相当性    

 

⑳ 
租特の手段をとる必 
要性・適切性 

■説明あり □説明なし ○ 

○21  
他の政策手段との役 
割分担 

□他の政策手段はない □説明あり ■説明なし   ○ 

○22  
地方公共団体が協力 
する相当性 

□地方税に関係しない ■説明あり □説明なし ○ 
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環境03 

 

点検結果表（租税特別措置等に係る政策評価） 

制度名 グリーン投資減税（旧エネルギー需給構造改革推進投資促進税制） 府省名 環境省 

税 目 法人税 

区 分 ■新設       □拡充       □延長      □事後 

  

【点検結果】 

政策目的に向けた手段としての「有効性」についての分析・説明が不十分である。 

 

（説明） 

本租税特別措置等の適用数及びこれによる減収額の将来推計の分析対象期間の一部（平成 24 年度及び 25

年度）について予測されておらず、また、23年度の適用数については推計方法が明らかでなく、減収額につ

いては算定根拠が明らかでないため、その見込みの確度が不透明であり、税収減を是認するような有効性に

ついて疑問がある。 

 

 

 

- 448 -



環境03 

 

 

点検項目 評価の実施状況 課題 

分析対象期間    

 ① 分析対象期間 □設定あり ■設定なし ○ 

租税特別措置等の必要性等    

 

② 政策目的 ■説明あり □説明なし  

 
③ 根拠 ■明らか □明らかでない  

④ 
政策体系での位置 
付け 

■明らか □明らかでない ○ 

⑤ 達成目標 ■説明あり □説明なし △ 

 
⑥ 測定指標の設定 ■定量化 □定性的記述 □設定なし  

⑦ 政策目的への寄与 ■説明あり □説明なし ○ 

租税特別措置等の有効性等    

 

⑩ 適用数等の将来予測 ■定量化  □定量化(根拠なし)  □定性的記述 □予測なし ○ 

⑫ 減収額の将来予測 ■定量化 □定量化(根拠なし) □予測なし ○ 

⑭ 政策目的の達成予測 □定量化 ■定性的記述 □予測なし   

⑯ 
措置されなかった場 
合の予想 

■説明あり □説明なし  

⑱ 
税収減是認の効果の 
将来見込み 

■説明あり □説明なし  

租税特別措置等の相当性    

 

⑳ 
租特の手段をとる必 
要性・適切性 

■説明あり □説明なし  

○21  
他の政策手段との役 
割分担 

□他の政策手段はない ■説明あり □説明なし    

○22  
地方公共団体が協力 
する相当性 

□地方税に関係しない ■説明あり □説明なし  
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環境04 

 

点検結果表（租税特別措置等に係る政策評価） 

制度名 特定非営利活動法人に係る税制上の特例措置 府省名 環境省 

税 目 法人税、所得税、法人事業税、法人住民税、個人住民税 

区 分 ■新設       ■拡充       ■延長      □事後 

 

【点検結果】 

政策目的に向けた手段としての「有効性」についての分析・説明が不十分である。 

 

（説明） 

（１）本租税特別措置等のうち特定非営利活動法人に係るＰＳＴ基準値の緩和措置（総収入金額等に占める受

入寄附金総額の割合を３分の１から５分の１に緩和）の恒久化について、当該緩和措置により認定を受け

た特定非営利活動法人数の過去の実績について把握されておらず、当該緩和措置が適用され得る法人の全

体数からみて想定外に僅少でないことについて説明されていない。 

（２）税収減を是認するような有効性について、主に以下のような疑問がある。 

① 本租税特別措置等の効果を把握するために設定されている測定指標（ＮＰＯ等に対する国民の寄附額

のＧＤＰ比率を５～10倍にすること）は、本租税特別措置等の適用を受ける認定特定非営利活動法人以

外の団体等への寄附額を含むものであり、本租税特別措置等のみの効果（例えば、本租税特別措置等の

みで認定特定非営利活動法人への国民の寄附額の増加にどの程度寄与するのか）を把握できないため、

その効果の検証が困難である。 

② 本租税特別措置等の適用数の将来推計について、平成 23 年度末の認定特定非営利活動法人数は約

1,100 法人等としているが、試算が適切でなく、算定根拠に問題があり、その見込みの確度が不透明で

ある。 

③ 過去において、税収減を是認するような効果が発現したのかについて説明されていない。 

④ 本租税特別措置等は、ⅰ．認定特定非営利活動法人への寄附を促すもの、ⅱ．ＰＳＴ基準を満たすこ

と等ができずに認定が得られていない特定非営利活動法人に対して認定又は認定に準ずる措置を与える

もの、ⅲ．寄附以外の事業を行っている認定特定非営利活動法人への措置の三つの要素に分かれている

ところ、ⅱ．に係る部分について税収減を是認するような効果が確認されることをもって、本租税特別

措置等全体について効果があると説明しており、将来における本租税特別措置等の税収減を是認するよ

うな効果の見込みが不透明である。 
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環境04 

 

 

点検項目 評価の実施状況 課題 

分析対象期間    

 ① 分析対象期間 ■設定あり □設定なし ○ 

租税特別措置等の必要性等    

 

② 政策目的 ■説明あり □説明なし  

 
③ 根拠 ■明らか □明らかでない  

④ 
政策体系での位置 
付け 

■明らか □明らかでない ○ 

⑤ 達成目標 ■説明あり □説明なし  

 
⑥ 測定指標の設定 ■定量化 □定性的記述 □設定なし ○ 

⑦ 政策目的への寄与 ■説明あり □説明なし  

租税特別措置等の有効性等    

 

⑧ 適用数等の実績把握 ■定量化  □定量化(根拠なし)  □定性的記述 □把握なし  

 ⑨ 
僅少・偏りのない 
状況 

■説明あり □説明なし ○ 

⑩ 適用数等の将来予測 ■定量化  □定量化(根拠なし)  □定性的記述 □予測なし ○ 

⑪ 減収額の実績把握 □定量化 □定量化(根拠なし) ■把握なし ○ 

⑫ 減収額の将来予測 ■定量化 □定量化(根拠なし) □予測なし ○ 

⑬ 
政策目的の実現状況 
の把握 

□定量化 □定性的記述 ■把握なし ○ 

⑭ 政策目的の達成予測 □定量化 ■定性的記述 □予測なし   

⑮ 達成目標の実現状況 □達成されていない □達成されている ■説明なし ○ 

⑯ 
措置されなかった場 
合の予想 

■説明あり □説明なし ○ 

⑰ 
税収減是認の効果の 
実績確認 

□説明あり ■説明なし ○ 

⑱ 
税収減是認の効果の 
将来見込み 

■説明あり □説明なし ○ 

⑲ 
効果がない場合の要 
因分析 

■該当しない □分析あり □分析なし  

租税特別措置等の相当性    

 

⑳ 
租特の手段をとる必 
要性・適切性 

■説明あり □説明なし  

○21  
他の政策手段との役 
割分担 

■他の政策手段はない □説明あり □説明なし    

○22  
地方公共団体が協力 
する相当性 

□地方税に関係しない ■説明あり □説明なし ○ 
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環境05 

 

点検結果表（租税特別措置等に係る政策評価） 

制度名 試験研究を行った場合の法人税額等の特別控除 府省名 環境省 

税 目 法人税 

区 分 □新設       ■拡充       □延長      □事後 

 

【点検結果】 

１．政策目的に向けた手段としての「有効性」、２．補助金等他の政策手段と比した「相当性」についての分

析・説明が不十分である。 

 

（説明） 

１．「有効性」について 

（１）本租税特別措置等の適用数は、平成 19年度8,479事業年度（件）、20年度7,912事業年度（件）と把握

されているが、本租税特別措置等が適用され得る事業者の全体数からみて適用に偏りがないことについて

説明されていない。 

（２）税収減を是認するような有効性について、主に以下のような疑問がある。 

① 本租税特別措置等により達成しようとする目標（民間研究開発投資の対ＧＤＰ比率を、主要先進諸国

の中で最高水準に維持すること）について、最高水準の定義が明確でなく、どのような状況において達

成目標が達成されたといえるのか不明であるため、その効果の検証が困難である。 

② 本租税特別措置等の適用数及びこれによる減収額の将来推計が予測されていないため、その見込みが

不透明である。 

③ 将来において、税収減を是認するような効果が発現するのかについて説明されていない。 

 

２．「相当性」について 

政策目的の実現に当たって、本租税特別措置等の手段をとることが必要かつ適切であることが、補助金等

他の政策手段と比較した上で説明されておらず、本租税特別措置等の相当性の説明に疑問がある。 
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環境05 

 

 

点検項目 評価の実施状況 課題 

分析対象期間    

 ① 分析対象期間 ■設定あり □設定なし ○ 

租税特別措置等の必要性等    

 

② 政策目的 ■説明あり □説明なし  

 
③ 根拠 ■明らか □明らかでない ○ 

④ 
政策体系での位置 
付け 

■明らか □明らかでない ○ 

⑤ 達成目標 ■説明あり □説明なし  

 
⑥ 測定指標の設定 ■定量化 □定性的記述 □設定なし ○ 

⑦ 政策目的への寄与 ■説明あり □説明なし ○ 

租税特別措置等の有効性等    

 

⑧ 適用数等の実績把握 ■定量化  □定量化(根拠なし)  □定性的記述 □把握なし  

 ⑨ 
僅少・偏りのない 
状況 

□説明あり ■説明なし ○ 

⑩ 適用数等の将来予測 □定量化  □定量化(根拠なし)  □定性的記述 ■予測なし ○ 

⑪ 減収額の実績把握 ■定量化 □定量化(根拠なし) □把握なし  

⑫ 減収額の将来予測 □定量化 □定量化(根拠なし) ■予測なし ○ 

⑬ 
政策目的の実現状況 
の把握 

■定量化 □定性的記述 □把握なし ○ 

⑭ 政策目的の達成予測 □定量化 □定性的記述 ■予測なし  ○ 

⑮ 達成目標の実現状況 □達成されていない ■達成されている □説明なし  

⑯ 
措置されなかった場 
合の予想 

■説明あり □説明なし ○ 

⑰ 
税収減是認の効果の 
実績確認 

■説明あり □説明なし  

⑱ 
税収減是認の効果の 
将来見込み 

□説明あり ■説明なし ○ 

⑲ 
効果がない場合の要 
因分析 

■該当しない □分析あり □分析なし  

租税特別措置等の相当性    

 

⑳ 
租特の手段をとる必 
要性・適切性 

■説明あり □説明なし ○ 

○21  
他の政策手段との役 
割分担 

□他の政策手段はない ■説明あり □説明なし    

○22  
地方公共団体が協力 
する相当性 

■地方税に関係しない □説明あり □説明なし  
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